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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第47期

第３四半期連結
累計期間

第48期
第３四半期連結
累計期間

第47期

会計期間
自平成22年４月１日
至平成22年12月31日

自平成23年４月１日
至平成23年12月31日

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日

売上高（百万円） 50,705 52,504 66,903

経常利益（百万円） 3,026 2,894 3,817

四半期（当期）純利益（百万円） 1,488 1,351 1,630

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
1,256 1,311 1,311

純資産額（百万円） 32,412 32,964 32,467

総資産額（百万円） 51,735 55,123 52,145

１株当たり四半期（当期）純利益金

額（円）
84.14 76.37 92.14

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 56.7 54.1 56.2

　

回次
第47期

第３四半期連結
会計期間

第48期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成22年10月１日
至平成22年12月31日

自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額（円） 30.12 28.43

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４　第47期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

  当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

　　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。

(1) 業績の状況

  当第３四半期連結累計期間（平成23年４月～12月）の日本経済は、昨年３月に発生した東日本大震災の影響に

よって、生産や輸出が大幅に落ち込む中でスタートしました。夏場に掛けて徐々に生産の正常化が進みましたが、電

力供給制限や歴史的な円高の進行によって、厳しい経済状況が継続しました。

　当社グループにおきましては、このような経済環境のもと、取扱貨物量の変動に合せた効率的な事業運営に取り組

んでまいりました。そして、今年度の事業方針として、引き続き、「３・Ｅ－Ｌｏｇｉｓｔｉｃｓ」の推進～「物流

力ＮＯ．１」への挑戦～を掲げ、重点戦略として、①グローバル・ネットワークの拡充や独自サービスの拡大によ

る「新規・深耕拡販の推進（Ｅ・ｎｅｒｇｙ）」、②システムを活用した生産性の向上や、絶対品質の提供による

「事業体質の強化（Ｅ・ｃｏｎｏｍｙ）」、③環境保全サービスの提供や節電対策の推進などによる「グリーン・

ロジスティクスの追求（Ｅ・ｃｏｌｏｇｙ）」を進めてまいりました。

　当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高52,504百万円(前年同期比 3.5％増)、営業利益2,873百万円(同 7.3％

減)、経常利益は2,894百万円(同 4.3％減)、四半期純利益は1,351百万円(同 9.2％減)となりました。

　

＜セグメントの概況＞　

①　電子部品物流事業

  電子部品物流事業は、東日本大震災に伴うサプライチェーンの混乱や電力供給制限、また、秋口に発生したタイの

洪水の影響によって、不安定な事業環境が続きました。当社グループでは、新規・深耕拡販を推進するとともに、貨

物量に合せた運営体制の効率化に取り組んでまいりました。

　一方で、中期的な「新たな成長」に向けた諸施策につきましても継続して進めてまいりました。貨物量拡大に向け

たグローバル・ネットワークの強化として、国内では４月に小名浜営業所の増築倉庫、５月には北上営業所の新倉

庫がそれぞれ稼働を開始いたしました。海外では３月に設立した韓国アルプス物流が光州、ソウル近郊の水原の２

拠点で事業を開始いたしました。また、中国では内陸部の重慶に現地法人・支店の設立、上海・松江の新倉庫開設を

行うなど、着実に拠点・ネットワークの整備・拡充を進めてまいりました。

　当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、海外では規模を拡大しましたが、夏場までの国内の貨物量減少

や顧客の輪番操業への対応等による事業効率の低下が影響し、落ち込みをカバーするには至りませんでした。

　当セグメントの売上高は24,681百万円(前年同期比 1.7％減)、営業利益は2,179百万円(同 6.8％減)の結果となり

ました。

　

②  商品販売事業

　商品販売事業では、電子部品関連の包装資材、成形材料、電子デバイスの販売を行っております。期初においては、

震災の影響で需要が減少いたしましたが、調達と物流を一元化した電子デバイスの販売ビジネスが、顧客や取扱品

目を拡大したことにより、増収増益となりました。

　当セグメントの売上高は11,071百万円(前年同期比 22.3％増)、営業利益は295百万円(同 17.3％増)の結果となり

ました。
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③  消費物流事業

　消費物流事業につきましては、グループ会社である㈱流通サービスが、生協の個配関連を中心に事業拡大を進めて

まいりました。８月には今後の新規・深耕拡販に向けて、流通加工の大型拠点として八潮物流センターをオープン

しました。

　当第３四半期連結累計期間は、個人消費の低迷や、顧客の物流再編や合理化が進む厳しい事業環境でありました

が、新規の顧客開拓を進め、物量の減少をカバーしてまいりました。利益面では、八潮物流センターの立ち上げ費用

などが発生し、減益となりました。

　当セグメントの売上高は16,751百万円(前年同期比 1.3％増)、営業利益は398百万円(同 21.8％減)の結果となり

ました。

　

(2) 財政状態の分析

　前連結会計年度末と比較した当第３四半期連結会計期間末の資産、負債及び純資産の状況は次のとおりです。

　総資産につきましては、夏場以降の売上回復に伴う「受取手形及び営業未収金」の増加や、㈱流通サービスの八潮

物流センター開設に伴う有形固定資産の増加などにより、前連結会計年度末比2,977百万円増の55,123百万円とな

りました。

　負債合計は、売上回復に連動した「営業未払金」の増加などによって、前連結会計年度末比2,480百万円増の

22,158百万円となりました。

　純資産につきましては、利益剰余金の増加などにより、前連結会計年度末比497百万円増の32,964百万円となりま

した。

　なお、自己資本比率は、前連結会計年度末比2.1ポイント低下の54.1％となりました。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 17,737,20017,737,200
東京証券取引所

(市場第二部)
　単元株式数　100株

計 17,737,20017,737,200 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

　平成23年10月１日～

平成23年12月31日
－ 17,737,200 － 2,349 － 2,029

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成23年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式　　　41,700
―

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式　17,693,800 176,938 同上

単元未満株式 普通株式　　　 1,700 ― 同上

発行済株式総数 17,737,200 ― ―

総株主の議決権 ― 176,938 ―

　（注）１　「完全議決権株式(その他)」の中には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。ま

た、「議決権の数」の中には、同社名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。

２　「単元未満株式」の中には、当社所有の自己株式が12株含まれております。

②【自己株式等】

 平成23年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

(自己保有株式)

株式会社アルプス物流

神奈川県横浜市港北区新羽

町1756番地
41,700 ― 41,700 0.2

計 ― 41,700 ― 41,700 0.2

 

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成

23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,888 9,741

受取手形及び営業未収金 9,997 ※
 12,206

商品 1,088 1,389

その他 2,041 1,609

貸倒引当金 △5 △6

流動資産合計 23,010 24,940

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 10,047 10,359

土地 12,891 12,788

その他（純額） 1,789 3,014

有形固定資産合計 24,728 26,162

無形固定資産

のれん 103 85

その他 1,161 1,075

無形固定資産合計 1,265 1,161

投資その他の資産

投資有価証券 341 278

その他 2,823 2,604

貸倒引当金 △22 △24

投資その他の資産合計 3,142 2,858

固定資産合計 29,135 30,182

資産合計 52,145 55,123

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 5,544 ※
 6,866

短期借入金 3,783 3,480

未払法人税等 615 503

賞与引当金 1,259 686

役員賞与引当金 － 25

災害損失引当金 305 14

その他 2,702 ※
 3,561

流動負債合計 14,212 15,138

固定負債

長期借入金 2,900 2,878

退職給付引当金 1,511 1,558

役員退職慰労引当金 303 293

その他 750 2,290

固定負債合計 5,466 7,020

負債合計 19,678 22,158
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,349 2,349

資本剰余金 2,029 2,029

利益剰余金 26,055 26,787

自己株式 △50 △50

株主資本合計 30,384 31,116

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △17 △62

為替換算調整勘定 △1,049 △1,248

その他の包括利益累計額合計 △1,067 △1,310

少数株主持分 3,150 3,159

純資産合計 32,467 32,964

負債純資産合計 52,145 55,123
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

売上高 50,705 52,504

売上原価 44,260 46,188

売上総利益 6,445 6,316

販売費及び一般管理費 3,345 3,442

営業利益 3,100 2,873

営業外収益

受取利息 6 7

受取配当金 5 6

保険返戻金 21 204

その他 92 98

営業外収益合計 125 316

営業外費用

支払利息 85 110

為替差損 87 105

その他 26 79

営業外費用合計 199 294

経常利益 3,026 2,894

特別利益

固定資産売却益 3 3

貸倒引当金戻入額 1 －

補助金収入 8 －

災害保険金収入 － 102

特別利益合計 13 106

特別損失

固定資産除売却損 37 24

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 25 －

災害による損失 － 64

固定資産圧縮損 4 －

退職給付制度終了損 154 －

特別損失合計 222 88

税金等調整前四半期純利益 2,817 2,913

法人税、住民税及び事業税 690 808

法人税等調整額 378 506

法人税等合計 1,069 1,315

少数株主損益調整前四半期純利益 1,748 1,597

少数株主利益 259 246

四半期純利益 1,488 1,351
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

少数株主利益 259 246

少数株主損益調整前四半期純利益 1,748 1,597

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △10 △44

為替換算調整勘定 △481 △241

その他の包括利益合計 △492 △286

四半期包括利益 1,256 1,311

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,098 1,107

少数株主に係る四半期包括利益 157 203
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

（1）連結の範囲の重要な変更

    第２四半期連結会計期間より、ALPS LOGISTICS (CHONGQING) CO., LTD. を新たに設立したため、連結の範囲に含め

ております。
　

　

【会計方針の変更等】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。

 

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成23年12月31日）

―――――――――――

 

※　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休

日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。
　

受取手形 20百万円
支払手形 7百万円

設備関係支払手形 117百万円

　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

減価償却費 1,274百万円

のれんの償却額 6　〃

減価償却費 1,318百万円

のれんの償却額 17　〃
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（株主資本等関係）

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日  至平成22年12月31日）

１．配当金支払額

（決  議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月23日

定時株主総会
普通株式 309 17.50 平成22年３月31日 平成22年６月24日利益剰余金

平成22年10月29日

　　取締役会
普通株式 309 17.50 平成22年９月30日 平成22年11月30日利益剰余金

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後と

なるもの

　   　該当事項はありません。

  

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日  至平成23年12月31日）

１．配当金支払額

（決  議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月22日

定時株主総会
普通株式 309 17.50 平成23年３月31日 平成23年６月23日利益剰余金

平成23年10月28日

　　取締役会
普通株式 309 17.50 平成23年９月30日 平成23年11月30日利益剰余金

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後と

なるもの

　　　 該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　（単位：百万円）

　

報告セグメント

調整額

四半期連結

財務諸表

計上額

(注)

電子部品

物流事業

商品販売

事業

消費物流

事業
計

　売上高 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 25,112 9,05016,542　 50,705 － 50,705

　セグメント間の内部売上高

　又は振替高　
－ － － － － －

　計 25,112 9,050 16,54250,705 － 50,705

　セグメント利益 2,338 251 509　 3,100 － 3,100

（注）セグメント利益は、四半期連結財務諸表の営業利益と一致しております。

　　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　（単位：百万円）

　

報告セグメント

調整額

四半期連結

財務諸表

計上額

(注)

電子部品

物流事業

商品販売

事業

消費物流

事業
計

　売上高 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 24,68111,07116,751　 52,504 － 52,504

　セグメント間の内部売上高

　又は振替高　
－ － － － － －

　計 24,68111,07116,75152,504 － 52,504

　セグメント利益 2,179 295 398　 2,873 － 2,873

（注）セグメント利益は、四半期連結財務諸表の営業利益と一致しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 84円14銭 76円37銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（百万円） 1,488 1,351

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 1,488 1,351

普通株式の期中平均株式数（株） 17,695,530 17,695,488

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

　

２【その他】

　第48期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）中間配当については、平成23年10月28日開催の取締役

会において、平成23年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主または登録株式質権者に対し、次のとおり中

間配当を行うことを決議し、配当を行っております。　

(1) 配当金の総額………………………………………309百万円

(2) １株当たりの金額…………………………………17.50円

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成23年11月30日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 
   平成24年２月10日
    

株式会社アルプス物流
　

   

取締役会　御中    
   
    
 新日本有限責任監査法人

  
　   

    

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 宗像　雄一郎　印

  
　   

　 　 　 　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 矢崎　弘直　　印

    
   　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アル
プス物流の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成23年10月
１日から平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に
係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について
四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連
結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任　
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対
する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準
に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される
質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論　
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と
認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アルプス物流及び連結子会社の平成23年12月31日
現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせ
る事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四

半期報告書提出会社）が別途保管しております。
２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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